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日米物品貿易協定交渉等に関する緊急要請

ＴＰＰ１１協定が昨年１２月３０日に、日ＥＵ・ＥＰＡが本年２月１

日に発効し、農林水産物等の関税の引下げや撤廃、低関税枠の設定など

により、本道の基幹産業である農林水産業等への影響が懸念されること

から、北海道においては、官民が連携し、国のＴＰＰ等関連対策を活用

しながら、その体質強化や経営安定などに向け、全力で取り組んでいる

ところです。

このような中、昨年９月の日米首脳会談において、新たに交渉を開始

する旨共同声明が発出された日米物品貿易協定については、近く閣僚級

による初会合の開催が予定されていることから、多くの道内関係者から

は、今後の交渉による本道の農林水産業への影響を懸念する声が上がっ

ています。

新たな国際環境の下、地域が活力を維持し、更に発展していくために

は、こうした貿易交渉における本道の重要品目に対する必要な国境措置

の確保はもとより、競争力のある力強い農林水産業づくりを着実に進め

るとともに、農林水産物や食品の輸出を戦略的に進めていく必要があり

ますので、次の事項に御配慮いただきますよう、強く要望します。

記

１ 日米物品貿易協定交渉においては、我が国における食料等の安定供

給を担う本道の農林水産業が再生産可能となり、持続的に発展してい

くことができるよう、交渉内容の丁寧な情報提供や農林水産物等、北

海道の重要品目に対する必要な国境措置を確保すること。

２ ＴＰＰ１１協定や日ＥＵ・ＥＰＡなどの発効に伴う農林水産業等へ

の影響を継続的に検証するとともに、今後とも、農林漁業者が希望を

持って経営に取り組めるよう、「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に

基づき、体質強化や経営安定、輸出の拡大に向けて十分な予算を確保

するなど、万全な対策を講じること。


